
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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※地方公共団体が損失補塡等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、○印を付与している。

公債費負担の状況（千円・％） 将来負担の状況（千円・％）

合計

合計

将来負担比率((エ)－(オ))／((イ)－(ウ))×１００

※平成20年度決算の元利償還金は特定財源の額を控除しており、満期一括償還地方債に係る年度割相当額は積立不足額を考慮して算定した額を含んでいる。

※実質公債費比率の((ア)－(ウ))は特定財源の額を控除している。
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0 934 930-

下諏訪町土地開発公社 6 10 4,833 0 2,807214
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純資産又は
正味財産

当該団体からの
補助金

156社団法人下諏訪町地域開発公社 ▲2

当該団体からの
貸付金

6,87959 -20

地方公社・第三セクター等名 経常損益備考
当該団体からの
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現在高

公営企業会計等
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3078,267
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当該団体からの
損失補償に係る
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平成22年度 長野県下諏訪町

当該団体からの
債務保証に係る
債務残高

一部事務組合等 地方公社・第三セクター等
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一般会計 8,587
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